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2019年 11月 26日 

各 位 

会 社 名 国 際 紙 パ ル プ 商 事 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役 社長執行役員 CEO 田辺 円 

 （コード番号：9274 東証第一部） 

問合せ先 上席執行役員 経営企画本部長 小馬井 秀臣 

 （TEL. 03-3542-9925） 

 

当社連結子会社による事業譲受に関するお知らせ 

 

当社は、11 月 26 日開催の取締役会において、当社連結子会社である Spicers Limited（所在地：オースト

ラリア・ヴィクトリア州メルボルン 以下、「Spicers」という。）の事業会社である Spicers Australia Pty Ltd

が、Wilmaridge Pty Ltd（所在地：オーストラリア・ヴィクトリア州メルボルン 以下、「Wilmaridge」とい

う。）より、Wilmaridge が営む紙・板紙等の卸売事業（以下、「Direct Paper」という。）を譲受するために、

Wilmaridge との間で事業譲渡契約書を締結することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたしま

す。 

 なお、本件事業譲受につきましては、オーストラリア競争・消費者委員会（Australian Competition and 

Consumer Commission 以下、「ACCC」という。 ）による許認可を取得することが要件となっております。 

 

記 

 

1. 事業譲受の理由 

 Spicers は、オーストラリアに８拠点、ニュージーランドに４拠点を有し、紙・包装資材及び紙関連製品等

の卸売を手掛けるリーディングカンパニーとして、オーストラリア及びニュージーランド市場において強固な

地位を確立して来ております。また、同社は市場の拡大が期待されるサイン・ディスプレイ市場への進出に加

え、ラッピングやパッケージング製品へも注力しており、ワインラベルや複写紙などの市場にも強みを持って

おります。 

 一方、Direct Paperはオーストラリアに３拠点を有し、商業印刷用紙、包装資材、食品用包装材の販売、コ

ンバーティング等に注力しております。したがいまして、本事業の譲受けにより、成長が見込まれるパッケー

ジ分野を取り込むことで、Spicers の事業ポートフォリオの多角化と、オーストラリア市場における Spicers

のプレゼンスをさらに高めることが期待されます。以上により、本件事業譲渡契約の締結に至りました。 
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2. 事業譲受の内容 

(1). 譲渡会社の概要 

（１） 名 称 Wilmaridge Pty Ltd 

（２） 所 在 地 32 Tootal Road, Dingley Village, Victoria, 3172, Australia 

（３） 代表者の役職・氏名 

Todd Charles Edward O’Neill, Director 

Charles Edward O’Neill, Director 

Dale Eric O’Neill, Director 

（４） 事 業 内 容 紙・包装資材の卸売・加工、食品用包装材の印刷・卸売 

（５） 設 立 年 月 日 1988年 6月 23日 

（６） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 記載すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 

Spicers Limited は同社が営む Direct Paper に対し、

紙類等の販売を行っておりますが、取引金額は僅少で

あります。 

 

(2). 譲受会社の概要 

（１） 名 称 Spicers Australia Pty Ltd 

（２） 所 在 地 155 Logis Boulevard, Dandenong South, Victoria 3175, Australia 

（３） 代表者の役職・氏名 David Martin, CEO 

（４） 事 業 内 容 
商業印刷紙、デジタルメディア、ラベル・包装資材、産業用包装材、 

サイン・ディスプレイ消耗部品等の卸売 

（５） 資 本 金 487百万豪ドル 

（６） 設 立 年 月 日 1929年４月 

（７） 大株主及び持株比率 Spicers Limited 100％ 

 

(3). 日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2019年 11月 26日 

（２） 契 約 締 結 日 2019年 11月 26日 

（３） 事 業 譲 受 期 日 2020年３月１日（予定） 

 

3. 今後の見通し 

本件による 2020年３月期連結業績予想への影響は軽微であります。 

以 上 


